
大分市交通事業者事業継続支援事業補助金交付要領 

（趣旨） 

第１条 この要領は、エネルギー価格等の物価高騰の影響を受けている交通事業者に

対して、事業の業務効率化や省エネルギー化、人材確保等の取組を支援し、公共交

通を維持するとともにアフターコロナに向けた観光振興を図るため、大分市交通事

業者事業継続支援事業補助金（以下「補助金」という。）に関し、物価高騰対応重点

支援地方創生臨時交付金制度要綱（令和５年１１月２９日。府地創第３２７号。）及

び大分市補助金等交付規則（昭和４９年大分市規則第５６号。以下「規則」という。）

に定めるもののほか、必要な事項を定めるものとする。 

 （定義） 

第２条 この要領において、次の各号に掲げる用語の意義は、それぞれ当該各号に定

めるところによる。 

 ⑴ 鉄道事業者 鉄道事業法(昭和６１年法律第９２号)第２条第１項に規定する

鉄道事業（旅客運送を行うものに限る）を経営する者をいう。 

 ⑵ フェリー事業者 海上運送法(昭和２４年法律第１８７号)第２条第５項に規

定する一般旅客定期航路事業を経営する者をいう。 

 ⑶ 路線バス事業者 道路運送法（昭和２６年法律第１８３号）第３条第１号イに 

規定する一般乗合旅客自動車運送事業を経営する者をいう。 

 ⑷ タクシー事業者 道路運送法（昭和２６年法律第１８３号）第３条第１号ハに 

規定する一般乗用旅客自動車運送事業を経営する者（福祉輸送サービスに限定

した事業を除く）をいう。 

 ⑸ 貸切バス事業者 道路運送法（昭和２６年法律第１８３号）第３条第１号ロに



規定する一般貸切旅客自動車運送事業（一般貸切旅客自動車運送事業の許可基

準を充足しているもので、限定条件等を付されていないものに限る。）を経営

する者をいう。 

（補助対象事業） 

第３条 補助金の交付の対象となる事業（以下「補助対象事業」という。）は、将来の

公共交通の維持や観光振興に資する事業であって、次に掲げるいずれかの要件を満

たすものとする。 

⑴ 車両や乗り場の利用環境改善に関する事業であること。 

⑵ 業務効率化、業務改善に関する事業であること。 

⑶ 人材確保、育成に関する事業であること。 

⑷ 省エネルギー化、低炭素化に関する事業であること。 

２ 前項の規定にかかわらず、他の補助の対象となっている事業は、補助対象としな

い。 

（補助対象者） 

第４条 補助金の交付の対象となる者（以下「補助対象者」という。）は、補助対象事

業を行う者であって、申請日時点で次に掲げる要件を満たすものとする。 

⑴ 市内に事業所を置く鉄道事業者 

⑵ 市内に事業所を置くフェリー事業者 

⑶ 市内において道路運送法（昭和２６年法律第１８３号）第３条第１号イに規定

する一般乗合旅客自動車運送事業（路線定期運行（定期観光バス、高速バス、

特急バス、空港アクセスバスを除く）を行う一般乗合旅客自動車運送事業で許

可基準を充足しているものに限る。）を営んでいる路線バス事業者 



⑷ 市内に道路運送法第５条第１項第３号の事業計画に定める営業所を置くタク

シー事業者 

⑸ 市内に道路運送法第５条第１項第３号の事業計画に定める営業所を置く貸切

バス事業者 

２ 前項の規定にかかわらず、次に掲げる者は、補助の対象としない。 

⑴ 市税を滞納している者 

⑵ 暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７７号）

第２条第６号に規定する暴力団員（以下「暴力団員」という。）又は同条第

２号に規定する暴力団若しくは暴力団員と密接な関係を有する者 

（補助対象経費） 

第５条 補助金の交付の対象となる経費（以下「補助対象経費」という。）は、補助対

象事業に要する経費（工事費、付帯工事費、設備導入費、機械装置・システム構築

費（リース料を含む）、技術導入費、研修費等）及び事務費とする。 

２ 前項の規定にかかわらず、設備、機械装置等の導入にあたり既存設備の撤去等が

必要な場合は、当該撤去等に要する費用のうち最低限必要なものを補助対象経費と

して認めるものとする。 

（補助金の額） 

第６条 補助金の額は、別表に定める額とする。 

２ 補助金は、予算の範囲内で交付する。 

（交付の申請等） 

第７条 補助金の交付の申請をしようとする者（以下「申請者」という。）は、大分市

交通事業者事業継続支援事業補助金交付申請書（様式第１号）に次に掲げる書類を



添えて、市長に提出しなければならない。 

⑴ 補助対象者であることを証する書類 

 ⑵ 消費税課税事業者届出書（様式第２号） 

 ⑶ 事業計画書（様式第３号） 

 ⑷ 車両保有台数及び限度額算出表（様式第４号）（第４条第１項３号から５号ま

でに規定するいずれかの要件を満たす補助対象者に限る。） 

 ⑸ 収支予算書 

 ⑹ 見積書等、事業費の積算がわかる書類 

 ⑺ 仕様書やパンフレット等、事業内容がわかる書類 

 ⑻ 市税完納証明書等 

 ⑼ 大分市暴力団排除条例に基づく誓約書 

 ⑽ その他市長が必要と認める書類 

２ 申請者は、第４条各号に規定する事業者の区分ごとに申請できる。 

３ 申請者は、前項の規定により申請書を提出するに当たっては、当該補助金に係る

消費税及び地方消費税（以下「消費税等」という。）に係る仕入控除税額（補助対象

経費に含まれる消費税等相当額のうち、消費税法（昭和６３年法律第１０８号）に

規定する仕入れに係る消費税額として控除できる部分の金額及び当該金額に地方

税法（昭和２５年法律第２２６号）に規定する地方消費税率を乗じて得た金額の合

計額に補助率を乗じて得た金額をいう。以下「消費税等仕入控除税額」という。）が

ある場合は、これを減額して申請しなければならない。ただし、申請時において当

該補助金に係る消費税等仕入控除税額が明らかでない場合は、この限りでない。 

 （事前着手） 



第８条 補助金の交付を受けようとする者は，補助金の交付決定前に事業を実施した

場合は，補助金の交付を受けることができない。ただし，やむを得ない事由により、

補助金の交付決定前に事業を実施しようとする場合において，着手前に大分市交通

事業者事業継続支援事業補助金事前着手届（様式第５号）を市長に提出したときは，

この限りでない。その場合、交付決定がなされなかった場合又は交付決定を受けた

補助額が交付申請額に達しない場合においても異議は申し立てられない。 

（交付の審査及び決定） 

第９条 市長は、前条の規定による申請があったときは、その内容を審査委員会にて

審査し、適当であると認めたときは、補助金の交付を決定し、大分市交通事業者事

業継続支援事業補助金交付決定通知書（様式第６号）により、申請者に通知するも

のとする。この場合において、市長は、必要な条件を付すことができる。 

（概算による交付） 

第１０条 市長は、補助金の交付の決定を受けた事業（以下「補助事業」という。）の

円滑な遂行を確保するため、補助金の交付の決定を受けた者(以下「補助事業者」と

いう。)からの求めにより、補助事業の完了前に補助金の全部又は一部を概算で交

付するものとする。 

２ 前項の規定により概算による交付を受けようとする者は、大分市交通事業者事業

継続支援事業補助金概算交付申請書（様式第７号）を市長に提出しなければならな

い。 

３ 市長は、前項の規定による申請があったときは、その内容を審査し、適当である

と認めたときは、補助金の概算による交付を決定し、大分市交通事業者事業継続支

援事業補助金概算交付通知書（様式第８号）により、補助事業者に通知するものと



する。 

（変更の申請等） 

第１１条 補助事業者は、補助事業の内容又は補助事業に要する予算を変更しようと

するとき、もしくは、補助事業を中止しようとするときは、大分市交通事業者事業

継続支援事業（変更・中止）承認申請書（様式第９号）に関係書類を添えて、市長

に提出しなければならない。ただし、補助金の額に変更を及ぼさない変更であって、

総事業費の２０パーセント以内の増減となる事業内容又は経費配分の変更につい

ては、この限りでない。 

２ 市長は、前項の規定による申請があったときは、その内容を審査し、適当である

と認めたときは、その変更又は中止を承認し、大分市交通事業者事業継続支援事業

（変更・中止）承認通知書（様式第１０号）により、補助事業者に通知するものと

する。この場合において、市長は、必要な条件を付すことができる。 

（実績報告） 

第１２条 補助事業者は、補助事業が完了したときは、大分市交通事業者事業継続支

援事業実績報告書（様式第１１号）に次に掲げる書類を添えて、補助事業の完了の

日から起算して３０日を経過する日又は令和７年２月２８日のいずれか早い日ま

でに、市長に提出しなければならない。 

⑴ 事業報告書（様式第１２号） 

⑵ 収支決算書 

⑶ 消費税課税事業者届出書（申請時から変更があった場合に限る。）（様式第２号） 

⑷ 補助事業に係る納品書又は請求書の写し 

⑸ 領収書その他補助対象経費の支払い額を確認できる書類の写し 



⑹ 補助事業に着手した日が確認できる書類 

⑺ 写真等、事業の実施状況がわかる書類 

⑻ その他市長が必要と認める書類 

２ 第７条第３項ただし書の規定により補助金の交付申請をした場合において、前項 

の規定による実績報告時に当該補助金に係る消費税等仕入控除税額が明らかになっ

たときは、これを補助金の額から減額して報告するものとする。 

（補助金の額の確定） 

第１３条 市長は、前条の規定による報告があったときは、その内容を審査し、適当

であると認めたときは、補助金の額を確定し、大分市交通事業者事業継続支援事業

補助金額確定通知書（様式第１３号）により、補助事業者に通知するものとする。 

（請求） 

第１４条 補助事業者は、補助金の交付を請求しようとするときは、大分市交通事業

者事業継続支援事業補助金交付請求書（様式第１４号）を市長に提出しなければな

らない。 

（交付決定の取消し等） 

第１５条 市長は、補助事業者が次の各号のいずれかに該当するときは、補助金の交

付の決定の全部又は一部を取り消すことができる。この場合において、当該取消し

の部分について、既に補助金が交付されているときは、期限を定めてその返還を求

めるものとする。 

 ⑴ 補助金を他の用途に使用したとき。 

 ⑵ 補助金の交付の決定の内容又はこれに付した条件に違反したとき。 

 ⑶ 法令、規則又はこの要領及び市長の指示に違反したとき。 



 ⑷ 偽りその他不正の手段により補助金の交付を受けたとき。 

２ 補助事業者は、第７条第３項ただし書の規定により補助金の交付申請をした場合

において、第１３条の規定による補助金の額の確定通知を受けた後に消費税等の申

告により当該補助金に係る消費税等仕入控除税額が確定したときは 、その金額（第

７条第３項の規定により減額した場合は、その減じた額を上回る部分の金額）を大

分市交通事業者事業継続支援事業補助金消費税等仕入控除額確定報告書（様式第１

５号）により速やかに市長に報告するとともに、当該金額を返還しなければならな

い。 

（財産の処分制限） 

第１６条 補助事業者は、補助金により取得した財産（以下「取得財産」という。）を

善良な管理者の注意をもって管理し、補助金交付の目的に従って効率的な運用を図

らなければならない。 

２ 補助事業者は、減価償却資産の耐用年数等に関する省令（昭和４０年大蔵省令第

１５ 号）に定める耐用年数（以下「耐用年数」という。）に相当する期間を経過す

るまでは、市長の承認を受けないで、取得財産を補助金の交付の目的に反して使用

し譲渡し、交換し、貸し付け又は担保（以下「処分」という。）に供してはならない。 

３ 市長は、前項の承認をしようとする場合において、交付した補助金のうち前項の

処分時から耐用年数が経過するまでの期間に相当する額を返還させるとともに、当

該処分により補助事業者に利益が生じるときは、交付した補助金額の範囲内でその

利益の全部又は一部を市に納付させることができる。 

（関係書類の整備） 

第１７条 補助事業者は、補助事業に係る経費の収支を明らかにした書類及び帳簿を



整備し、補助事業が完了した日の属する年度の翌年度から起算して５年間これを補

完しなければならない。 

（補則） 

第１８条 この要領に定めるもののほか、補助金の交付に関し必要な事項は、市長が

別に定める。 

 

附 則 

（施行期日） 

１ この要領は、令和５年７月２７日から施行する。 

 （補助対象者） 

２ 令和６年４月１０日から令和７年２月２８日に実施する事業の補助対象者は、第

４条に掲げる⑶～⑸の者に限る。 

（この要領の失効） 

３ この要領は、令和７年３月３１日限り、その効力を失う。ただし、同日までに第

７条の規定により申請をした者については、なおその効力を有する。 

附 則 

この要領は、令和５年１０月２０日から施行する。 

附 則 

この要領は、令和６年４月１０日から施行する。 



別表（第６条関係） 

 

 

補助対象者 補助金の額 

⑴鉄道事業者 

補助対象経費に３分の２を乗じて得た額（その額に千円未

満の端数がある場合は、これを切り捨てた額）とし、６０

０万円を限度とする。 

⑵フェリー事業者 

補助対象経費に３分の２を乗じて得た額（その額に千円未

満の端数がある場合は、これを切り捨てた額）とし、６０

０万円を限度とする。 

⑶路線バス事業者 

車両保有台数

１００台以上 

補助対象経費に３分の２を乗じて得た額（その額に千円未

満の端数がある場合は、これを切り捨てた額）とし、６０

０万円を限度とする。 

車両保有台数

１００台未満 

補助対象経費に３分の２を乗じて得た額（その額に千円未

満の端数がある場合は、これを切り捨てた額）とし、５０

０万円を限度とする。 

⑷タクシー事業者 

補助対象経費に３分の２を乗じて得た額（その額に千円未

満の端数がある場合は、これを切り捨てた額）とし、車両

保有台数１台につき１０万円で算定した額と、１事業者あ

たり５００万円のいずれか低い額を限度とする。 

⑸貸切バス事業者 

補助対象経費に３分の２を乗じて得た額（その額に千円未

満の端数がある場合は、これを切り捨てた額）とし、車両

保有台数１台につき３０万円で算定した額と、１事業者あ

たり３００万円のいずれか低い額を限度とする。 

備考 

車両保有台数は、申請日時点で、道路運送法第１５条第３項及び道路運送法施行規則（昭和２

６年運輸省令第７５号）第１５条第２項で準用する第１４条の規定により九州運輸局大分運輸

支局に届け出ている車両（予備車両を含む。）であって、次の各号のいずれにも該当するものと

する。 

⑴ 一般乗合旅客自動車運送事業用車両は路線定期運行、路線不定期運行、区域運行に用いる

車両であって、市内の路線を運行する車両であること。 

⑵ 一般乗用旅客自動車運送事業用車両は市内の営業所に配置されている車両のうち、福祉車

両を除く一般車両であること。 

⑶ 一般貸切旅客自動車運送事業用車両は市内の営業所に配置されている車両であること。 

⑷ 運行の用に供されている車両であること。 

 

  


